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1.  平成22年4月期第3四半期の業績（平成21年5月1日～平成22年1月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年4月期第3四半期 19,381 △14.1 △105 ― △227 ― △493 ―

21年4月期第3四半期 22,574 △8.7 △567 ― △683 ― △3,414 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年4月期第3四半期 △36.07 ―

21年4月期第3四半期 △249.45 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年4月期第3四半期 23,834 4,928 20.7 360.08
21年4月期 26,476 5,424 20.5 396.28

（参考） 自己資本   22年4月期第3四半期  4,928百万円 21年4月期  5,424百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年4月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年4月期 ― 0.00 ―

22年4月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成22年4月期の業績予想（平成21年5月1日～平成22年4月30日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 25,300 △14.0 △345 ― △495 ― △965 ― △70.50



4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
[（注）詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。] 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年4月期第3四半期 13,790,880株 21年4月期  13,790,880株

② 期末自己株式数 22年4月期第3四半期  102,819株 21年4月期  102,739株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年4月期第3四半期 13,688,087株 21年4月期第3四半期 13,688,221株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 



当第３四半期累計期間における我が国の経済は、アジアを中心とした海外経済の回復に牽引され一部持

ち直しの兆しを見せ始めております。しかしながら、雇用情勢の悪化や所得環境の低迷は未だ続いてお

り、消費者の生活防衛意識はさらに強まり、個人消費は依然として厳しい状況で推移しております。 

 眼鏡等小売業界におきましても、景気の先行きの不透明感から消費者の低価格志向はより強まり、競合

企業間の価格競争はさらに激化し、引き続き厳しい経済・経営環境が続いております。 

 このような経済環境及び経営環境のもと当社は、前第２四半期に引き続き「良いものをより安く」とい

う企業コンセプトの原点に回帰し、「メガネスーパー」、「ハッチ」、「眼鏡専科」それぞれのブランド

の再構築を図り、当社の眼鏡販売の基本コンセプトである提案・コンサルティング販売に注力してまいり

ました。 

 当第３四半期累計期間の販売施策としましては、主力業態であるメガネスーパーでは、「一流ブランド

レンズ全品さらに50％ＯＦＦ」、「超薄型レンズも選べる15,800円セット」など、当社の強みを最大限に

活かした各種セールを展開いたしました。また、12月の冬商戦には、「総額１億円キャッシュバックセー

ル」を展開いたしました。ハッチでは、「ダテ割」、眼鏡専科では、「在庫一掃売り尽くしセール」等、

ショップブランドのそれぞれの特徴を活かしたセールを展開いたしました。 

 特筆すべき販売施策としましてメガネスーパーでは、今年の１月１日より競合他社とは一線を画す新販

売戦略「フレームオンリープライス」を展開いたしました。これは、「フレーム価格だけで眼鏡が作れ

る！ レンズは自由に選べる！ 追加料金０円！」という従来のワンプライス・スリープライスショップ

では実現できなかった眼鏡業界初の画期的な販売システムであります。 

 生まれ変わったメガネスーパーは、「良いものをより安く」の企業コンセプトをベースに、お客様に満

足いただける商品とサービスの提供、そして価格競争に勝ち抜き、新たな価値の創造とブランドの構築に

より“シェアの奪取”を考えております。 

 商品施策につきましては、前第２四半期累計期間にも増してフレーム、レンズ及びコンタクトレンズの

特別お買得企画商品を打ち出し、また、補聴器におきましては、業界初となる最新の耳かけタイプの補聴

器を最長２週間の無料貸し出し等を行い、販売強化に努めました。 

 当第３四半期累計期間における店舗の出退店につきましては、４店舗を出店し、５店舗を閉鎖いたしま

した。 

 経費面につきましては、新規出店の抑制、固定費である賃料等の値下げ交渉及び全社的な経費の節減等

により前第３四半期累計期間と比べ減少いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高は19,381百万円（前年同期比14.1％減）、営業損

失は105百万円（前年同期は営業損失567百万円）、経常損失は227百万円（前年同期は経常損失683百万

円）、四半期純損失は493百万円（前年同期は四半期純損失3,414百万円）となりました。 

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 経営成績に関する定性的情報



（資産、負債及び純資産の状況） 

流動資産は、前事業年度末に比べて563百万円減少し、6,390百万円となりました。これは、現金及び預

金が444百万円増加しましたが、商品が805百万円減少したこと等によるものであります。 

 固定資産は、前事業年度末に比べて2,059百万円減少し、17,392百万円となりました。これは、有形固

定資産が593百万円減少したこと、並びに、敷金及び保証金が1,502百万円減少したこと等によるものであ

ります。 

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べて2,642百万円減少し、23,834百万円となりました。 

 流動負債は、前事業年度末に比べて399百万円減少し、9,380百万円となりました。これは、支払手形及

び買掛金が338百万円増加しましたが、１年内償還予定の社債が525百万円減少したこと、並びに、短期借

入金が332百万円減少したこと等によるものであります。 

 固定負債は、前事業年度末に比べて1,746百万円減少し、9,525百万円となりました。これは、社債が

1,051百万円減少したこと、並びに、長期借入金が538百万円減少したこと等によるものであります。 

 この結果、負債は、前事業年度末に比べて2,146百万円減少し、18,905百万円となりました。 

 純資産は、前事業年度末に比べて495百万円減少し、4,928百万円となりました。これは、四半期純損失

493百万円の計上等によるものであります。  

  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比

べて444百万円増加し、当第３四半期会計期間末には、1,753百万円となりました。 

 当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

 営業活動の結果得られた資金は、1,265百万円（前年同四半期累計期間は2,104百万円の使用）となりま

した。これは、たな卸資産の減少、仕入債務の増加等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、1,415百万円（前年同四半期累計期間は49百万円の取得）となりまし

た。これは、敷金及び保証金の回収による収入等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、2,236百万円（前年同四半期累計期間は949百万円の取得）となりまし

た。これは、長期借入れによる収入が増加しましたが、社債の償還による支出及び長期借入の返済による

支出等によるものであります。 

  

平成22年４月期の通期業績予想につきましては、引き続き眼鏡等小売各社の競争激化、低価格表示が均

一な低価格専門業態の台頭から、販売単価の下落が続いており、急激に眼鏡等小売市場が縮小しており、

眼鏡等小売市場を取り巻く経営環境は非常に厳しい状況となっております。 

 当社におきましては、前事業年度に策定した「事業再生計画」を継続的に実施、推進していくとともに

顧客の動向や購買心理を踏まえた新販売戦略を今年の１月１日より展開し、売上高及び利益の確保に注力

してまいります。 

 なお、通期業績予想は、本日発表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。 

2. 財政状態に関する定性的情報

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

3. 業績予想に関する定性的情報



固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、事業年度に係わる減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

  

該当事項はありません。 

  

  

4. その他

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末 
(平成22年１月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,753,875 1,309,365

売掛金 678,119 737,944

商品 2,995,343 3,801,156

原材料及び貯蔵品 22,061 51,117

その他 941,256 1,054,956

貸倒引当金 △338 △531

流動資産合計 6,390,318 6,954,009

固定資産   

有形固定資産   

土地 6,029,607 6,236,140

その他（純額） 3,812,155 4,198,957

有形固定資産合計 9,841,763 10,435,098

無形固定資産 210,920 234,817

投資その他の資産   

敷金及び保証金 6,692,641 8,194,988

その他 698,411 637,083

貸倒引当金 △51,208 △49,649

投資その他の資産合計 7,339,843 8,782,423

固定資産合計 17,392,527 19,452,339

繰延資産   

社債発行費 51,913 70,603

繰延資産合計 51,913 70,603

資産合計 23,834,759 26,476,952

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,568,332 3,229,850

短期借入金 1,198,000 1,530,000

1年内返済予定の長期借入金 1,774,660 1,554,986

1年内償還予定の社債 1,181,200 1,706,200

未払法人税等 108,567 209,090

その他 1,550,004 1,550,385

流動負債合計 9,380,764 9,780,512

固定負債   

社債 2,645,100 3,696,300

長期借入金 2,780,230 3,318,848

退職給付引当金 1,195,584 1,126,189

長期預り保証金 2,530,537 2,567,287

その他 373,732 563,480

固定負債合計 9,525,185 11,272,105

負債合計 18,905,949 21,052,617



(単位：千円)

当第３四半期会計期間末 
(平成22年１月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年４月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,532,360 1,532,360

資本剰余金 1,467,880 1,467,880

利益剰余金 2,002,085 2,495,758

自己株式 △66,786 △66,777

株主資本合計 4,935,539 5,429,221

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,729 △4,886

評価・換算差額等合計 △6,729 △4,886

純資産合計 4,928,809 5,424,334

負債純資産合計 23,834,759 26,476,952



(2)【四半期損益計算書】 
 【第３四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年１月31日) 

売上高 22,574,188 19,381,391

売上原価 7,340,607 6,691,443

売上総利益 15,233,580 12,689,947

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 4,382,197 3,853,981

退職給付費用 － 123,303

地代家賃 4,368,669 3,633,574

その他 7,050,109 5,184,238

販売費及び一般管理費合計 15,800,976 12,795,098

営業損失（△） △567,395 △105,150

営業外収益   

受取利息 11,871 4,171

受取配当金 602 601

集中加工室管理収入 － 24,622

その他 78,612 33,671

営業外収益合計 91,086 63,066

営業外費用   

支払利息 136,924 130,263

その他 70,697 55,120

営業外費用合計 207,622 185,384

経常損失（△） △683,931 △227,469

特別利益   

固定資産売却益 13,905 －

受取補償金 52,130 －

会員権買取益 35,200 21,950

その他 16,658 180

特別利益合計 117,894 22,130

特別損失   

固定資産売却損 － 24,711

固定資産除却損 60,473 48,398

減損損失 － 28,191

店舗構造改革費用 1,526,912 61,912

店舗閉鎖損失 81,038 26,097

貸倒引当金繰入額 － 1,546

貸倒損失 － 30,334

たな卸資産評価損 36,356 －

過年度人件費 338,986 －

抱合せ株式消滅差損 563,411 －

その他 21,770 12,981

特別損失合計 2,628,949 234,173

税引前四半期純損失（△） △3,194,986 △439,513

法人税、住民税及び事業税 93,244 91,162

過年度法人税等戻入額 － △51,932

法人税等調整額 126,284 14,931

法人税等合計 219,528 54,160

四半期純損失（△） △3,414,514 △493,673



 【第３四半期会計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

売上高 6,906,826 5,906,620

売上原価 2,277,473 2,031,915

売上総利益 4,629,352 3,874,705

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,391,878 1,290,496

退職給付費用 － 41,810

地代家賃 1,332,889 1,184,863

その他 2,124,516 1,711,644

販売費及び一般管理費合計 4,849,285 4,228,815

営業損失（△） △219,932 △354,109

営業外収益   

受取利息 2,707 1,280

受取配当金 22 22

集中加工室管理収入 － 9,805

その他 18,825 11,422

営業外収益合計 21,555 22,531

営業外費用   

支払利息 51,509 45,148

その他 35,573 14,055

営業外費用合計 87,083 59,204

経常損失（△） △285,459 △390,782

特別利益   

受取補償金 3,072 －

店舗構造改革費用戻入益 3,909 －

会員権買取益 17,350 5,000

その他 1,335 35

特別利益合計 25,667 5,035

特別損失   

固定資産売却損 － 6,372

固定資産除却損 10,090 46,269

店舗構造改革費用 － 14,156

店舗閉鎖損失 34,053 18,684

過年度人件費 238,986 －

貸倒引当金繰入額 － 1,546

貸倒損失 － 30,334

その他 － 5,350

特別損失合計 283,129 122,713

税引前四半期純損失（△） △542,922 △508,461

法人税、住民税及び事業税 22,226 29,824

法人税等調整額 － 3,256

法人税等合計 22,226 33,080

四半期純損失（△） △565,148 △541,541



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △3,194,986 △439,513

減価償却費 524,983 432,297

減損損失 － 28,191

長期前払費用償却額 56,623 53,577

退職給付引当金の増減額（△は減少） △63,517 69,395

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,562 1,366

受取利息及び受取配当金 △12,474 △4,772

支払利息 136,924 130,263

社債発行費償却 11,707 13,709

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △5,900 －

固定資産売却損益（△は益） △13,905 24,711

会員権買取益 △35,200 △21,950

固定資産除却損 60,473 48,398

店舗構造改革費用 1,526,912 61,912

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 563,411 －

店舗閉鎖損失 81,038 26,097

過年度人件費 338,986 －

貸倒損失 － 30,334

売上債権の増減額（△は増加） 218,315 59,825

たな卸資産の増減額（△は増加） 744,331 834,868

仕入債務の増減額（△は減少） △1,610,166 338,481

その他の流動資産の増減額（△は増加） 163,235 △6,918

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,420,943 △254,568

その他 △283,740 157,642

小計 △2,222,452 1,583,350

利息及び配当金の受取額 14,083 985

利息の支払額 △138,654 △127,150

法人税等の支払額 △38,205 △134,161

法人税等の還付額 287,615 2,061

その他 △6,619 △59,978

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,104,231 1,265,107



(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年１月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 200,000 －

有形固定資産の取得による支出 △445,662 △164,474

有形固定資産の売却による収入 51,400 264,815

無形固定資産の取得による支出 △8,304 △25,037

敷金及び保証金の差入による支出 △256,210 △110,622

敷金及び保証金の回収による収入 611,349 1,473,918

長期前払費用の取得による支出 △26,323 △21,614

営業譲受による支出 △98,266 －

その他 21,801 △1,281

投資活動によるキャッシュ・フロー 49,783 1,415,704

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,897,900 △332,000

長期借入れによる収入 850,000 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △1,270,909 △1,368,944

社債の発行による収入 490,210 －

社債の償還による支出 △839,600 △1,576,200

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,770 △8,458

配当金の支払額 △171,783 △691

その他 △91 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 949,955 △2,236,303

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,104,493 444,509

現金及び現金同等物の期首残高 2,318,703 1,309,365

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 143,522 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,357,733 1,753,875



当社は、前事業年度まで２期連続の営業損失、経常損失及び純損失を計上しており、また、営業キャ

ッシュ・フローにおいても２期連続のマイナスを計上しております。また、当第３四半期累計期間にお

いても営業損失105百万円、経常損失227百万円及び四半期純損失493百万円を計上しております。 

 現在、「事業再生計画」を推し進めているものの、進行途中であり完全なる正常化までには、もう少

し時間を要するものと思われます。 

 なお、第２四半期会計期間において、当社が締結しているシンジケート・ローン契約の期限の利益喪

失事由に該当するものにつきましては、財務制限条項の条項変更により解消しております。 

 以上から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

 当社は、当該事象又は状況を解消すべく、前事業年度に「事業再生計画」を策定し、粛々と実行して

おり、企業体質の改善並びに顧客ニーズに合わせた企業コンセプトとブランドイメージの再構築によ

り、売上高向上を早急に実現、成長を目指しております。 

 しかしながら、当社は「同計画」を実行しておりますが、経営環境の悪化及び収益体質への転換が進

まない場合もあり、また、財務面においても金融機関等からの資金支援については協調を頂きながら進

めているなど、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表に反映しておりません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記



該当事項はありません。 

  

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

6. その他の情報




